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長期汚染地域に居住する人々の防護に 
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　ICRP が Application of 

the Commission’s Recom-

mendations to the Protec-

tion of People Living in 

Long-term Contaminated 

Areas after a Nuclear Acci-

dent or a Radiation Emer-

gency と題する勧告を刊

行したのは 2009 年のこ

とでしたが，福島第一原

子力発電所から放出された大量の放射性物質で，我

が国の国土の広大な面積が汚染された事態に，

ICRP の Claire Cousins 委 員長は，2011 年 4 月 4 日

に関係者がこの勧告を自由に閲覧できるよう，ホー

ムページから free download できる措置を講じてく

ださいました。本書は，その勧告を JAEA（日本原

子力研究開発機構）の本間俊充さん他の方々が邦訳

し，日本アイソトープ協会 ICRP 勧告翻訳検討委員

会が編集したものです。

　この勧告の内容は，主にチェルノブィリ原発事故

で汚染を受けた地域の状況を参考に作られたもので

すが，今回の我が国の災害に対しても，社会や風土

の違いを考慮しつつ，その基本的な考え方を生かせ

ると思います。大規模な汚染という事態に際して，

規制当局の役割が大きいことは言うまでもありませ

んが，この勧告に記載されていることを改めて読み

直してみると，そうした役割を果たすためには，国

民から信頼され強いリーダーシップを発揮できる政

府が不可欠であることを痛感します。この大前提が

揺らいでいては，どんなによいアドバイスであって

も上手く使うことは適わないでしょう。事故の発生

以来の我が国で講じられてきた対応は，勧告の中か

ら関係部局が都合のよい部分だけ“つまみ食い”し

たようなチグハグなものが少なくなかったように思

えます。この勧告の邦訳が世に出たことが，現在講

じられている様々な対応を包括的に見直す機会につ

ながればよいと思っております。

　勧告の中では，ステークホルダーの関与の重要性

が強調されていますが，例えば除染廃棄物の“仮置

き場”設置のような具体的な問題になると，声高に

権利を主張するステークホルダーばかりが目立ち困

惑させられる場面をしばしば経験します。勧告がス

テークホルダーの関与を称揚しているのは，ディベ

ートに関する文化の違いなのでしょうか。個人的に

注意を惹かれたのは，汚染地域に住む住民の自助努

力に関する記述でした。現在，福島県で進みつつあ

る除染事業では，国が年間 1 mSv というほとんど

達成困難な目標を掲げてしまったため，当面どこま

で除染すれば住民の方々に納得していただけるかが

深刻な問題です。自助努力の一形態である住民参加

型の除染活動は，現実的な妥協点を見付け出すため

の 1つの方法であると思います。勧告には，食品汚

染の問題も議論されていますが，既に国際的な食品

の基準であるCODEXより遥かに厳しい（ベラルー

シがチェルノブィリ事故から 12 年掛けて徐々に引

き下げて行った結果より更に厳しい）基準で出荷管

理をしている我が国で，それでも不安に感じる消費

者にどう対応するかの答えは見付かりません。

　この勧告の作成で中心的な役割を果たした ICRP

第 4 委員会の Jacques Lochard さんが日本にいらっ

しゃったとき，福島県の状況についてお話しをした

ことがあります。Lochard さんが ETHOS project な

どで活動されたベラルーシは，汚染を受けた地域で

200 万人という大きな人口が日常の生活を続けてい

る福島県と，状況の異なる面も少なくありません。

特に，福島県の農業が，汚染を受けていない消費地

と密接に関係せざるを得ないことは大きな違いで

す。また，福島県で始まっている居住環境の除染活

動は，ベラルーシでは全く見られなかったものだそ

うです。そして，福島県の状況を考えると，Publi-

cation 111 に「reference level をバンド（年間 1～20 

mSv）の下の方に設定する」と書いたのは，書き過

ぎだったかもしれないと仰っていました。Lochard
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が述べられている。続いて生物学的根拠の要約とし

て，確定的影響・確率的影響に加え，胚／胎児のリ

スクが解説されている。そして，等価線量・実効線

量等の線量評価量，2007 年勧告の防護の枠組みが

記述されている。医療放射線防護の特殊性，正当

化，最適化，診断参考レベル，線量限度について

は，別個に章立てされた解説がある。さらに，事故

防止，教育訓練，施設整備についての記載があり，

最後に患者以外の防護について書かれた構成になっ

ている。なお，巻末に「医学における放射線防護の

領域別評価」として，ICRP Publication 84 から Pub-

lication 102 までの，9つの Publications と 1 つの Sup-

porting Guidance の概要がまとめられた付属書が付

いていて，大変分かりやすい。

　ICRP は国連や複数の国々が設立した組織ではな

く，独立した専門組織のため，世界各国への強制力

は有しない。実際，ICRP 勧告として出された防護

体系は，世界各国が独自の裁量で自国の放射線防護

関連法令に取り入れており，その内容は国により違

いがある。日本の現行の関連法令は，ICRP Publica-

tion 60（1990 年勧告）を取り入れたものである。

　ICRP の Publications も，国内法令に取り入れられ

ていない部分は当然履行義務はない。実際の医療被

ばくは，装置や照射条件，患者の病状など，国や地

域，医療施設により大きな違いがある（日本では，

診断参考レベルさえ確立していない）。しかし，こ

れら原則を把握した上で，状況に見合った防護を考

え，実践していくことが重要である。2007 年勧告

の考え方をベースに，これまでの ICRP の Publica-

tions が簡潔にまとめられた本書を一読することで，

ICRP の医療被ばく防護に関する考え方を概観する

ことができる。もちろん，関連のすべての Publica-

tions を個別に読むことが望ましいが，この 1冊で

概要を把握することは有用である。本書を医療現場

等に置き，放射線診療従事者だけでなく，施設内の

スタッフが見られる環境を作ることができれば，患

者に安全・安心を与える放射線診療の提供を可能と

するための防護の実践に寄与するであろう。

 （赤羽恵一　放射線医学総合研究所）

（ISBN978─4─89073─219─7，B 5 判 45 頁，定価本体

3,000 円，日本アイソトープ協会， 03─5395─8082，

2012 年）

さんには，福島県での状況と対応を参考に Publica-

tion 111 の supplement を執筆されるお積りもあるよ

うです。

 （多田順一郎）

（ISBN978─4─89073─223─4，B 5 判 47 頁，定価本体

3,600 円，日本アイソトープ協会， 03─5395─8082，

2012 年）

ICRP Publication 105
医学における放射線防護

日本アイソトープ協会　　   　

ICRP 勧告翻訳検討委員会　訳

　昨年 3月 11 日の東日

本大震災・福島第一原子

力発電所事故により，放

射線被ばくに対する国民

の関心は，極めて高くな

っている。この状況下，

自然放射線・人工放射線

を含めて最大の線源であ

る医療被ばくに対して

も，一般公衆の不安の声

が高まり，放射線診療の受診を躊躇する患者も出て

きていると聞く。さらに，最近，医療被ばくによる

小児の発がんリスクに関する外国の論文が公表さ

れ，益々不安感を与えることになるかもしれない。

しかしながら，医療上必要な放射線診療を受けない

ことは，当人及び社会全体に不利益をもたらす結果

となる。したがって，放射線診療を適切に提供し，

受診者が安心して受けられる医療体制の構築が求め

られる。そのためには，科学的エビデンスに基づ

き，社会的要因も考慮した，合理的な医療放射線防

護が必須である。

　国際放射線防護委員会（ICRP）は，放射線の適切

な防護を推進すべく，医療放射線関連の Publication

も多数公表してきた。本書は，ICRP Publication 73

（1996 年）「医学における放射線の防護と安全」の

改訂版として位置づけられる。この中で，まず背景

に続き，医療被ばくが国際的に増加傾向にあること
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